
Step１：市街地の拡大

Step２：人口の拡散

Step４：郊外型商業の台頭

Step５：都市活動の低迷

Step６：都市機能の拡散

Another Step - a：人口減少～少子高齢化

Another Step - b：地域経済の低迷

（昭和 51 年）

（平成 21 年）

・地価の安い郊外を中心に住宅が開発されて、市街地が拡大。
 ※昭和 60 年（1985 年）→平成 21 年（2009 年）
　建物用地増減率：253.8％増

・市街地の拡大とともに、人口も拡散。DID 面積は昭和 45
　年（1970 年）→平成 22 年（2010 年）でおよそ 2倍に拡
　大し、市街地人口の低密度化が進行。

・モータリゼーションが進み、無料の大規模駐車場を備え
　る大型商業施設が郊外へ進出。

・ライフスタイルの変化や郊外型商業との競合等により、
　自家用車利用に不便な中心市街地等から顧客が流出。
・集客核となっていた百貨店等の大型商業施設が撤退。
・店舗の閉店 /撤退が相次ぎ、空洞化。
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高齢化率：％

人口密度：人年齢別三区分人口と高齢化率・将来推計人口

・周南市では昭和 60 年（1985 年）をピークに人口は減少。
・出生数が死亡数を下回る自然減の状況へ転換。
・高齢者は、拡大した市街地全体で大幅に増加しており、
　高齢化が顕著。（人口総数昭和 60 年（1985 年）→平成 52
　年（2040 年）：－33％）

○周南市の現況の整理と今後の方針

（Ａ）
人口減少と

少子高齢化の進行

（Ｃ）
市街地の拡大と
人口密度の低下

（Ｂ）
市街地の
空洞化

【周南市の問題点】
人口転出超過傾向に加え、未婚
率も上昇。人口減少や少子化に
歯止めがかかっていない。高齢
化に伴う老々介護や独居、交通
・買い物弱者の増加等も懸念。

DID 内にハザード区域が存在
するといった防災面の他、地
域の人口減少や高齢化による
コミュニティの維持が懸念。

都市機能や人口の郊外への流
出に伴い、中心市街地は衰退。
空き家や空き店舗、駐車場が
増加し、市街地は空洞化。都
市の拠点性や魅力が低下。

＜複合する問題点＞

○低未利用地の増加
　空き家・空き地・空き店舗・空きビルが増加。
　地域の活性化、景観、防犯等に悪影響。

○公共交通サービスの低下
　郊外居住者や高齢者といった交通弱者への対応
　として、公共交通の役割は大きいものの、過度
　の乗用車依存等により公共交通利用者は減少傾
　向。収益性の悪化や非効率化に伴い、サービス
　が困難になる可能性。
※平成 12 年（2000 年）→平成 24 年（2012 年）
　バス利用者数：－30％
　徳山駅利用者：－11％

○財政の悪化
　地価下落や事業者減等による税収減、高齢化に
　伴う社会保障費、老朽化した公共施設の維持管
　理 /更新費等の増大による、将来的なコストア
　ップが懸念。
※平成 15 年（2003 年）→平成 25 年（2013 年）
　扶助費：42％増
　投資的経費：24％増
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ＤＩＤ区域

・都市拠点の魅力低下や人口
　拡散を背景に、徐々に都市
　機能も集客力や利便性の高
　い郊外へ移転。
・それに伴い、人口は市街地
　辺縁部へ更に拡散。
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（台） 乗用車保有台数の推移
Step３：モータリゼーションの進展

・居住エリアの広がり、経済発展等により、日常の移動手段と
　して自家用車利用が定着。それと併せて日常の生活行動やラ
　イフスタイルも変化。（乗用車保有台数平成 16 年（2004 年）
　→平成 26 年（2014 年）：8％増）
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1.7万人（△18.7％） 
産業別就業者数の推移

※総務省国勢調査より

・リストラによる事業所の統廃合や人員整理。
・就業環境の悪化等から、未婚 /晩婚化の要因となり、人
　口減少に拍車がかかる。（就業者総数：平成 7年（1995
　年）→平成 22 年（2010 年）：－19％）

○地価の下落
　大幅に地価が下落しており、固定資産税等の
　税収の悪化が懸念。
※平成 16 年（2004 年）→平成 27 年（2015 年）推移
　・住居系　　　　：－46.4％
　・商業系　　　　：－63.1％
　・工業系　　　　：－45.1％
　・都市計画区域外：－63.5％

低未利用地の分布
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【 地域活力の低下 / 生活不安の増大 / 都市の持続可能性の低下 】

資料１
～ 01：周南市の変遷



（Ａ）
人
口
減
少
と
少
子
高
齢
化
の
進
行

・進学､就職にかかる年齢層の転出。
・15 ～ 64 歳の生産年齢人口 /市内就業者人口が共に減少傾向。
→生産年齢人口をはじめとした定住の促進が必要。

利便性が高い、
良好な生活環境

の実現

・出生数減少が全国を上回る水準。
・男女ともに、未婚率・生涯未婚率は上昇。
→子育てしやすい環境の整備、子育て支援が必要。

教育・医療・福祉等
の総合的な子育て
支援による子育て
環境の充実

・高齢者人口は増加。高齢化率は全国を上回る水準で推移。
・要介護認定者数は増加傾向にあり、社会保障費の増大が懸念。
・市街地だけでなく、郊外でも高齢化が顕著。
・核家族化の進展による老々介護や独居老人の増加。
→交通・買い物弱者になりやすい高齢者にとって暮らしやすい環境の整備、高齢者支援が必要。

医療・福祉・商業等の
高齢者向け

サービスの充実や
地域コミュニティ維持

（Ｂ）
市
街
地
の
空
洞
化

・依然として郊外開発が進んでいる状況。
・都市機能の郊外化により更に住宅地が郊外へ広がる。
・交通結節機能や一定の都市機能、インフラが充実している市街地に空き家や低未利用地が増加。
→人口を集約して人口密度を維持し、一定の利用圏人口の確保が必要。
→空き家等既存ストックの有効活用や住環境整備が必要。

市街地への居住
の促進による
人口密度の維持

①
定住
促進

②
少子化
対策

③
高齢化
対策

⑦
市街地
への
居住の
促進

（Ｃ）
市　
街　
地　
の人
拡口
大密
と度
　の
　低
　下

都市の生活利便機能
や魅力の向上

安心安全な
住環境の実現

・百貨店をはじめとする大型商業施設の閉店や、郊外型商業施設の台頭により、空き店舗が増加。
・都市機能が市街地全体に拡散し、生活利便性が低下。
→日常生活に密接な行政、医療、福祉等の生活利便サービスの向上が必要。
→住民ニーズに対応した新しい付加価値を持つ高次都市機能が必要。

⑤
市街地
の利便
性・魅力
向上

・ＤＩＤ地区の拡大に伴い、土砂災害警戒区域等が市街地化。
・市街地の一部が浸水想定区域。
→特に住宅地の安全に向けた防災・減災対応が必要。
・空き家の増加による治安の悪化等。
→危険な空き家の適正管理。

⑥
安心安全
への
対応

都市機能
の集約による
拠点性の強化と
利便性の向上

・人口が減少 /拡散することが予測され、今後、行政サービスや公共交通サービス、生活サービス
　の提供が困難になる可能性。
→拠点へ都市機能を集約して、生活利便性の向上が必要。
→住まいや職場に身近な拠点に都市機能を配置して、安心して暮らせる生活環境の整備が必要。

④
都市機能
の集約

・人口減少や市街地拡散、モータリゼーションに伴い、利用者が減少。
・非効率な路線、不採算路線。
→利用実態、効率性、地域特性等を勘案した公共交通ネットワークが必要。

⑧
公共交通
ネット
ワーク
の維持

効率的で利便性の高い
公共交通ネットワーク

等の実現

地域活力の低下 
 生活不安の増大

都市の持続可能性の低下 

これらの整備推進により

といった、周南市の
「負の流れ」を解消する。

○周南市の現況の整理と今後の方針 ～02：周南市の課題
資料１



①定住促進
　利便性が高い、良好
　な生活環境の実現

②少子化対策
教育・医療・福祉等の総合
的な子育て支援による
子育て環境の充実

③高齢化対策
　医療・福祉・商業等の
　高齢者向けサービスの充実
　や地域コミュニティ維持

⑦市街地への居住促進
　市街地への居住の促進
　による人口密度の維持

⑤市街地の利便性・魅力向上
　都市の生活利便機能や
　魅力の向上

⑥安心安全への対応
　安心安全な住環境の実現

④都市機能の集約
　都市機能の集約による
　拠点性の強化と利便性
　の向上

⑧公共交通ネットワークの維持
　効率的で利便性の高い公共
　交通ネットワーク等の実現

多様な地域・人・モノ・コトが連携した、
安心・快適な生活ができる
共創共生のまちづくり

≪ まちづくりの基本理念（案） ≫

○市街地、中山間地域、島嶼など多様な地域をつなぐ
　多極ネットワーク型都市

○どこに住んでいても市民が安心して暮らせる都市

○必要な生活サービスを住まいや職場の身近で享受できる都市

○多様な人・モノ・コトが交流して、賑わいや活力を生み出す都市

○多様性を活かして、生活に新しい価値やサービスを生み出す都市

○都市拠点や地域が相互に支え合う、持続可能な都市

≪ まちづくりの基本方針（案） ≫

【方針 1】
生活利便施設や都市の魅力を高める施設を集約し、
賑わいと活力のある都市拠点を形成する。

【方針 2】
必要な生活サービスや地域コミュニティを充実させ、
良好な市街地を形成し、居住を促進する。

【方針 3】
地域と拠点をつなぐ、誰もが利用しやすい公共交通
ネットワークを形成する。

（仮称）周南市立地適正化計画で目指すまちづくり 【 まちづくりの循環イメージ 】周南市の課題

雇用の創出

定住人口の維持

伝統や文化の共有

自家用車の
利用増

都市機能
の拡散

市街地の
拡大

拠点の
衰退

居住の
拡散

郊外型商業
の進出

暮らしやすい
生活環境の
整備

生活利便性
や都市の魅力
の向上

充実した
サービスの
提供

賑わいの創出安定した
財政・経営

公共機関の
利用増

人口密度
の維持

交流の拡大地域活力の
向上

産業の活性化

地域内経済
の循環

（現状：悪循環）

ま
ち
づ
く
り
に

よ
る
好
循
環

好循環によるまちの維持・発展

○周南市の現況の整理と今後の方針 ～03：（仮称）周南市立地適正化基本計画の基本理念（案）と基本方針（案）
資料１


